（正会員）


2020年4月30日／改訂
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人日本経営調査士協会

入会（資格認定）事務のご説明

―　日本経営調査士協会と認定資格に関するＱ＆Ａ　―

１．当協会について

　Ｑ：一般社団法人日本経営調査士協会はどんな団体ですか？

　Ａ：協会は、1957年に企業経営等に関して、調査・分析・改善指導並びに総合調査・研修講師・教育訓練を業とする専門家（経営コンサルタント）を認定・育成し、広く国家及び地域社会に貢献するため、政界・学会・産業界の有志により東京都に設立されました。法的には当協会が認定した資格者（専門家）を構成会員（社員）とした「一般社団法人」です。
Ｑ：日本経営調査士協会はどんな目的で活動していますか？
Ａ：協会に所属する会員の業務知識や技術水準、倫理教養の向上を計り企業経営の合理化を推進して、その健全な発展に寄与することを目的とした非営利活動を展開しています。

　（注）定款：第３条（目的）、第４条（事業、加盟緒団体）＜下記参照＞
Ｑ：貴協会の認定資格を認証している「全経（ゼンケイ）」とはどんな団体ですか？

Ａ：公益社団法人全国経理教育協会（略称：全経）は、文部科学大臣指導の公益法人で、全国の経理教育団体を構成員とし、1957年に結成されました。連盟傘下の個々の会員団体が、直接的に学生・社会人に経理と経営の教育をするのに対し、公益社団法人全国経理教育協会は、情報収集・研究・大会等の機会を通じて、会員内外の資格・検定の開発と運営をすると伴に、文部科学大臣指導のもと、個々の団体では実現が困難な公益事業を展開しています。
　Ｑ：日本経営調査士協会はどんな事業を展開していますか？

　Ａ：協会は、設立の目的を達成するため、
①：会員の養成
＜正会員・準会員および賛助会員等の資格認定及び登録の事業を含む＞

②：各種研究会、講習会の開催

③：会員業務に関する社会的事業（公共委託等調査研究事業を含む）
④：教育及び教材開発事業（大学、企業、諸団体への教材頒布事業を含む）

⑤：会報その他図書の刊行、その他の事業　　などを行っています。
　Ｑ：入会（経営調査士・経営アナリストの資格取得）資料をもらえますか？

Ａ：日本経営調査士協会への入会（経営調査士・経営アナリストの資格認定を入会手続きと同時に実施し、資格認定＝正会員としての入会となります）を希望される方は、本部：事務局に照会して「入会案内・入会申込書一式」をご請求いただくか、協会ホームページにアクセスして「入会案内・入会申込書一式」をダウンロードして下さい。
　（注）ＩＰＯ・内部統制実務士（後記４．同：標準資格、上級資格を参照）資格者は、弊会の賛助会員に位置づけられます。なお正会員としての入会は任意ですが、この資格を習得後に正会員としての入会手続を歓迎します。

Ｑ：貴協会の歴史や活動、会員の内容を事前に詳しく知りたいのですが？

Ａ：日本経営調査士協会は、会員や協力団体へ定期的に「会報」を発刊しています。なお、創立満60周年を記念して2018年春に「創立60周年記念誌」をまとめました。「創立60周年記念誌・記念品（有償頒布）」を御希望の方には頒布いたします。
Ｑ：貴協会の会員や役員は、どのような構成になっていますか？

Ａ：協会の会員は、経営コンサルタント（自営、ファーム勤務者）、他資格と兼業コンサルタント、大学や研究機関及び短大や専門学校の研究者や教職員の方、金融機関や事業会社に勤務の方などがいます。役員には、学校法人の経営者、教育者、コンサルタントファーム主宰者、法律・会計・経営労務・ＩＴ分野の専門家、ＩＰＯ・内部統制・Ｍ＆Ａの専門家、その他実績が顕著な経営コンサルタント、学識経験者、企業及び団体経営者などが就いています。
Ｑ：ホームページのＵＲＬ、協会への連絡先を教えて下さい。

Ａ：協会の連絡先はＵＲＬ：https://www.keieichosa.gr.jp　 E‐mail：jimukyoku@keieichosa.gr.jp
〒170‐0004東京都豊島区北大塚1‐13‐12　全経会館４Ｆ 日本経営調査協会・本部事務局
ＴＥＬ：03‐6903‐4075　ＦＡＸ：03‐3940‐9315　〔受付：平日am9：30～pm4：30、(土・日・祝日は休み)〕
２．経営調査士・経営アナリストの資格について

Ｑ：貴協会が認定する経営調査士・経営アナリストの資格はどのような職務の資格ですか？

Ａ：協会が認定する資格は、広義の「経営コンサルタント」ですが、職業コンサルタントの職能は幅広く、協会では資格称号を『経営調査士』と『経営アナリスト』の２つを認定しています。

（１）経営調査士（Management Research Agent＝略称：ＭＲＡ）は、経営調査・分析・改善指導・支援業務を職能とする資格です。

（２）経営アナリスト（Consultant of Management Analysis＝略称ＣＭＡ）は、研究調査・研修指導・教育訓練・研究業務を職能とする資格です。

当協会への入会・資格登録（資格認定試験の受験）を希望される方は、どちらの職能分野に従事するかによって、入会希望者自らが「資格」を選択していただきます。
（注）経営調査士・経営アナリストの資格制度は、歴史的な創設経緯（経営調査士の機能から拡大・発展して経営アナリスト資格を創設した経緯）があり、職能・教育内容に類似性がある兄弟資格（資格は別ですが資格認定試験は同じ）であると認識されています。
　Ｑ：経営調査士・経営アナリストの役割・活躍分野をもう少し詳しく教えてください。

　Ａ：入会手続きにあわせて送付する入会説明書やホームページを参照ください。
更に詳しい資料としては、協会が制定した「経営調査士及び経営アナリスト業務要綱」を収録した前記の「創立60周年記念誌」があります。

Ｑ：経営調査士の資格はいつできたのですか？

　　Ａ：経営調査士の資格は、1957年に当協会が発足した時に制定した由緒ある公認資格です。いわゆる経営コンサルタントを認定した資格としては、行政庁の「中小企業診断」制度からできた国家資格と同程度の古い歴史を持ちます。

　

　　Ｑ：経営アナリストの資格はどのようにできたのですか？

Ａ：日本経営調査士協会は、発足した時から大学教授などの研究者や学識経験者が多かった経緯から「研究会員制度」があり、幾多の変遷を経て、これを発展的に2002年に制定した権威ある資格です。

Ｑ：どんな人が会員（資格者）になってもらいたいのですか？

Ａ：経営コンサルタント（これを志望する方を含む）、企業の経営評価を職能とする職業人、研修や講習インストラクターを目指したい方々です。

Ｑ：永年企業に勤務して退職したが、在職中のキャリアを認めてもらい経営コンサルタント活動や講習会などの講師をしたいが、貴協会の会員（資格者）になれますか？

Ａ：経歴を審査して、協会が認めた水準以上であれば会員（資格者）に認定します。

Ｑ：資格だけ取得して貴協会の会員にならなくてもよいのですか？

Ａ：協会の目的と事業は、資格認定（育成）と資格者の能力向上を行うことを通して企業経営の健全な発展に寄与し地域と国の発展に貢献することです。つまり、協会に入会して自己研鑽を果たさなければ資格は認定されません。会員になるには資格者であることは当然ですが、協会は資格者が常に一定の能力を保持し且つ向上させるための活動を行っています。

　
Ｑ：経営調査士と経営アナリスト2つの資格を取得できますか？　

Ａ：入会手続（入会審査）と同時に資格認定（試験）を行いますから、2つの資格の能力要件を備えた方であれば同時取得も可能です。
但し、資格認定試験は別々（2科目以上となることがあります）に受験してもらいます。入会手続や審査料は二重にかかりませんが、年会費や資格登録に係わる資格更新（手数料、資格更新講習受講料）も別々に必要になります。

Ｑ：2つの資格の難易度や人気はどうですか？

Ａ：2つの資格取得に難易差はありません。同程度の試験で一定以上の得点者を合格基準としています。但し、経営アナリスト資格の方が、経営調査士資格よりも新しく発足した経緯から、会員（資格者）数としては経営調査士の方が多く、新入会員としては経営アナリストの選択者が多くなっています。ただし職務の性格から経営調査士の希望も均衡してあります。
３．ＩＰＯ・内部統制実務士について

　Ｑ：ＩＰＯ・内部統制実務士の資格の内容は？
Ａ：ＩＰＯ・内部統制実務士の資格は、会社法や金融商品取引法などの施行に伴い、上場企業等に内部統制の構築と運用が求められ、内部統制の構築と評価、即ち内部監査やモニタリング、引いてはコンプライアンス経営を理解し、企業価値の向上を推進する人材の育成に資するために創設されました。
Ｑ：ＩＰＯ・内部統制実務士の資格認定試験の内容は？
Ａ：企業の「上場支援と内部統制」の構築に係わる業務、これに関する「内部監査」、「モニタリング」、「リスク評価」、「コンプライアンス」業務を遂行するための能力、並びに前項に係わるコンサルティング、経営支援業務に必要な基礎知識と専門的な実務能力を判定します。
Ｑ：受験資格や受験対象者は？

Ａ：どなたでも受験できます。（資格制度創設の一時期には、原則として満25歳以上で財務会計知識がある方としていましたが、現状、受験資格の制限はありません）なお協会では、人材養成の観点から以下の方々に受験をお勧めします。
（１）会社法務、企業会計を指導する国家資格者（弁護士・公認会計士・税理士・司法書士・社会保険労務士・中小企業診断士・行政書士・経産省ＩＴ系資格者など）

（２）企業の企画、経理、法務、監査、総務の担当者や部門長・役職者など

（３）コンプライアンス、自己査定、内部統制を担当、またはこれを補助する者など

（４）金融機関などで経営支援に従事される方など

（５）上記（2,３）の経験者（企業ＯＢ）など

Ｑ：資格認定試験や資格取得までの教育講座は？

Ａ：資格認定試験は年2回（協会のＨＰで公告）実施されます。また試験対策並びに実務講習を兼ねたＩＰＯ・内部統制実務士の養成講座や通信教育講座などが開催されます。
Ｑ：上級ＩＰＯ･内部統制実務士とは？

Ａ：広義のＩＰＯ・内部統制実務士の資格体系を拡充し、平成25年末から、上級ＩＰＯ･内部統制実務士資格を創設しました。このため従前から実施したＩＰＯ･内部統制実務士の資格を標準資格と定め、上級資格は上級ＩＰＯ実務士、上級内部統制実務士の２資格の資格制度とし、標準資格の合格者に受験資格を与えることとしました。
４．当協会への入会（資格付与）手続きについて

Ｑ：入会（経営調査士・経営アナリストの資格認定）までの流れはどうなりますか？

Ａ：次のような流れになります。

　　①：入会書類＜入会申込書、経歴審査書＞提出

　　②：資格認定試験

　　　　事務局より事件の実施（現状、筆記試験は年2回、論文審査方式は随時）を連絡します。
　　　　（注）認定試験免除者は認定試験を受験する必要はありませんが代替として論文審査を受ける場合もあります。審査料（論文審査料）は3万円（試験料と同じ）です。

　　　　（注）ＩＰＯ・内部統制実務士の有資格者は試験免除で入会審査を行います。但し入会時に経営調査士・経営アナリストの資格認定を希望される方は受験が必要です。
　　③：入会（資格取得）講習

　　④：資格認定

（注）協会が資格者の登録をして「登録証」を発行し入会（資格認定）手続を終えます。

Ｑ：入会書類提出・入会手続（入会審査）には、具体的にどんな書類を提出するのですか？

Ａ：入会手続（入会審査）　①：入会申込書（様式１）　

　（注）兼：受験申込み　　②：誓約書（様式２） 

　　　　　　　　　　　　　③：会員票：経歴審査書（様式３） 

　　　　　　　　　　　　　④：資格認定（試験受験）申込書（様式４） 

　　　　　　　　　　　　　⑤：払込取扱票による入会金の払込領収証（写）

　　　　　　　　　　　　　（注）入会手続後、認定試験と講習受講を経て登録が終わります。

　　

Ｑ：資格認定試験に合格すれば、すぐ資格を貰えますか？

Ａ：入会（資格取得）講習を受講修了しないと正式な資格者になれません。認定試験の合格者または、認定試験の免除者には証明書を交付します。証明書の受領を確認して、協会事務局主催の入会（新規資格取得）講習会に参加してください。講習会では、正会員（資格者）の心得や業務展開に必要な業務知識や業務スキルを伝授します。

Ｑ：資格認定試験に不合格となった場合、入会手続はどうなりますか？

Ａ：入会手続（入会審査）が終了後は、仮入会の扱い（資格認定は未了）になります。その後の手続は、「資格認定試験」の合格と「入会（資格取得）講習」の受講修了を経て、すべての手続が終了します。従って、資格認定試験に不合格となった場合は、入会手続が未了のまま、資格認定の不可を理由として手続を終えます。

Ｑ：資格認定試験に不合格となった場合、払い込んだ入会手数料はどうなりますか？

Ａ：定款規定により、一旦払い込んだ入会手数料はお返ししません。但し、試験委員の判断で、認定試験の再試験を命じられた場合（再度認定試験を受験）は、入会手続を継続します。

Ｑ：協会の正会員であることの証明書はどうなりますか？

　Ａ：正会員になられた方には、登録証、徽章（バッジ）・会員手帳を差し上げます。また一部有料ですが、登録証書（事務所等掲示用）・名刺（印刷）を頒布します。その他、会員になられたときに教本・協会案内・会報の送付をサービスで行うことがあります。

Ｑ：資格認定試験の受験科目はどうなりますか？

Ａ：認定試験は、筆記試験または面接試験を行います。試験科目（注）は、企業オペレーション、マーケティング、ファイナンス、経済学・経済政策、企業法務、新規事業開発、その他受験者が希望・申請する経営分野から、受験者が希望する科目を考慮して出題されます。

　　（注）経済産業大臣登録の中小企業診断士：一次試験の試験科目または、専門職経営大学院ＭＢＡコース：１年次の教育科目を基本とする。

Ｑ：資格認定試験の合格レベルはどうですか？

Ａ：試験の合格レベルは、「大学の経営学部卒業以上の水準」を期待していますが、受験者の総合的な能力を判定し、協会が業務要綱に定める職業能力がどの程度あるかで決定します。

Ｑ：学位・国家資格などによる試験免除はどうですか？

Ａ：入会案内に例示する研究者、教職者、高学位者、国家資格者や、企業の管理職や経営指導などの実績がある方は、資格認定試験が免除されます。入会申し込み書類の中にある「会員票：経歴審査書」に記載してください。

　　　　（注）学位・国家資格による試験免除の詳細は、入会説明書などを参照ください。

Ｑ：試験科目は、得意分野を評価してくれるのですか？

Ａ：試験科目のなかに受験者の経歴などから「その他受験者が希望・申請する経営分野」を申告して受験することが出来ます。例えば、人事労務、マーケティング、信用調査、環境経営、物流管理、ＩＴＣ情報システムなどが想定されます。但し、学術的に成立していない分野や、経営に関しない分野は認められません。
Ｑ：資格認定をする試験委員はどんな方ですか？

Ａ：企業経営に関して学識経験が豊富な大学教授（法学・経営・経済・商学・工学）、企業経営者、専門家（独立コンサルタント）等が、協会の理事会で試験委員に選任されています。従って、適正適確かつ、公正公平な資格認定をおこないます。

　　（注）資格認定試験規程、同施行細則により厳格に運営されています。
Ｑ：資格認定試験に替えて、論文審査の制度があるのですか？

Ａ：試験委員の判断で論文を課して「提出論文」を審査する方法があります。資格認定試験は受験希望者に集合していただかねば実施出来ないため、特に東京・京阪神以外の入会及び資格審査においては論文審査を認めています。論旨、書式、文法、図表、誤字のチェックや、期日内提出、文字数等のチェックを含めて審査します。パソコンで作成して送付してください。但し、盗作・改作を含め不正・不適切な論文を提出した場合は、即刻、不合格の取り扱いになります。
Ｑ：資格認定試験に替えて、資格認定講座（受講による資格認定）制度があるのですか？

Ａ：試験委員から講習・研修を直接受講いただき資格認定を受ける「経営調査士・経営アナリスト：育成＆認定講座」の制度を2014年後から復活させました。受講者の希望申請と試験委員の日程により、入会審査・資格者の育成と認定講習・入会講習を兼ねた「受講による資格認定」を実施する資格認定講座になります。

Ｑ．資格認定講座（受講による資格認定）の教育はどんな内容ですか？
Ａ．講習教科＆学習内容の詳細は受講申込時に提供しますが、下記の内容を想定しています。
（１）経営調査士／資格認定コース
中小企業診断士一次試験科目：経済学・経済政策、財務・会計、企業経営理論、運営管理、経営法務（内部統制を含む）、経営情報システム、中小企業経営・中小企業政策のポイントを講習
（２）経営アナリスト／資格認定コース

経営学修士一年次教育科目：経営経済学、オペレーションズ・マネジメント、統計学、人材マネジメント、アカウンティング、ファイナンス、経営戦略、マーケティングのポイントを講習
  （３）上記の共通教育
　　　　上級ＩＰＯ・内部統制実務士、協会の業務要綱、その他の業務要領、経営管理の基本と原則
Ｑ：資格に有効期限（更新制度）はありますか？

Ａ：経営調査士・経営アナリストとも資格認定から2年間が有効期間です。更新期日の前に協会事務局から更新手続（資格更新講習の受講を含む）をお知らせしますから、更新手続をとってください。

５．当協会への入会のメリットや会費等の負担について

Ｑ：最近、新たに会員になっている人達に特徴はありますか？

Ａ：企業等で永年の経験を活かして中小企業向けコンサルティングを始める会員が増えています。また国家資格の取得と併せて当協会の資格を取得して開業する会員も目立って来ました。なお、ＩＰＯ・内部統制実務士は、上場会社の内部管理・内部統制の役職者、上場準備会社等の責任者や金融機関の役職者が多数です。
Ｑ：貴協会の組織はどうなっていますか？

Ａ：当協会は一般社団法人（正会員を構成者とする）の全国組織で東京都豊島区に本部を置いています。「総会」「常任理事会」「理事会」の議決機関と執行機関である「試験委員会」と「事務局」並びに「事業委員会」があります。役員には、会長・副会長・理事長（代表理事）・専務理事（代表理事）・常任理事・理事・監事・試験委員・事業委員などが任命されています。また地方組織として関西支部が活動しています。
Ｑ：貴協会への入会事務や諸事業に対する支払手数料はどのようになっていますか？

Ａ：入会審査（入会手数料・入会時のみ）3万円、資格認定試験（受験料）3万円、入会時講習会（受講料）2～3万円、会費（年会費）2万円（入会年不要）となります。なお、例示する国家資格者や一定の経歴をもつ方など、資格認定試験の免除者は受験料が不要となります。当協会では、資格の更新や自主的に研修会へ参加する場合は、別途通知されますが、会員の皆さんの負担を極力おさえた運営をおこなっています。

Ｑ：貴協会が認定する資格を得ること以外に会員（資格者）となるメリットはありますか？

Ａ：協会は「会員の自己啓発組織」であり会員が事業を行うための支援業務を展開しています。会員には資格認定を受けること以外に以下の利点（注）があります。

①：協会が主催するスキルアップのための研修会・講習会に割引価格で受講できます。またベテラン会員には認定登録講師となることも可能です。
　　②：協会が開発又は頒布する教材や公式テキストを割引価格で入手できます。自分の専門分野に合う教材は会員自身が受託し主催する講習会に使用可能です。
　　③：協会の会員相互が交流する場（諸会合、会報、ＨＰ、協会事業への参画）を提供しますから会員の交流や情報交換に利用できます。

　　④：総会や会員交流会にあわせて開催される講演会に参加し有意義な講演を聴講できます。現状、総会は春、交流会は秋に開催しています。
⑤：協会は会員の研究成果や指導実績を発表できる場（全経との連携を含む）を提供していきます。論文募集においては優秀作品を顕彰します。
Ｑ：会員に対して業務の受発注など金銭的な収入メリットはありますか？

Ａ：協会は自己研鑚の組織で会員の皆さんが自ら切磋琢磨して成長する組織です。従って現状、協会が会員に業務の受発注を実施することはありません。
但し、協会が実施する調査研究事業・コンサルティング事業・研修講習会事業など＜事業委員会が実施する事業参加に対して、会員の事業活動に対する報酬をお支払いしています＞への参画は常時呼びかけていますから、協会に所属して自ら成長することを大いに利用することです。

Ｑ：会員として守るべきことはありますか？

Ａ：協会には、会員（資格者）が守るべき「倫理規程」があります。資格詐称の禁止や守秘義務などが有名ですが、重大な規定違反には処分があります。会員手帳に記載されているほか、詳細はホームページに掲載しています。

Ｑ：会員が業務活動を進めるうえで、クライアントから報酬を貰う基準はありますか？

Ａ：協会では、経営調査士・経営アナリストとして活動する際に業務の委託者から貰うべき報酬

の基準を定めています。「会員業務報酬規程」と言いホームページにも掲載されます。業務

報酬の額は、協会が認定した資格者が業務を請け負う際に、その能力にかかわらず依頼主等
から不当なダンピングを受けないために目安を定めています。つまり、報酬規程の額以上に貰ってくださいという基準になります。

　Ｑ：会員どうしの交流の場はありますか？

　Ａ：当協会は全国組織であるため、会員が一同に会する機会は、毎年5月に開催する「総会」と随時（例年3回）開催する「資格更新講習会（会員交流会）」です。但し、講習会・研修会への参加、会報への寄稿、ＨＰのリンクなどを通して積極的な交流の場を設けています。なお、資格更新講習会は3月、7月、11月にかけて、都内で講演会と交流会を開催しています。
　Ｑ：女性会員やプロコンサルタント以外の会員はいますか？

　Ａ：専門能力を生かして活躍している女性会員も、企業内で活躍しているサラリーマンの会員も多数いらっしゃいます。

　Ｑ：会員の表彰・褒章制度はありますか？

　Ａ：以前から、長期在籍会員の表彰や顕著な業績を挙げられた会員の表彰・褒章を行っています。特に協会の活動に尽力いただいた会員は毎年開催する通常総会で顕彰しています。また永年勤続の役員および功労者などには、上部団体（要件により公益社団法人全国経理教育協会）の表彰制度である顕彰や表彰を推薦しています。
　Ｑ：協会の認定資格や表彰に関して、諸照会への対応や証明書の発行をしてくれますか？

　Ａ：会員身分に関しての照会に対応します。会員の中には転職：再就職を有利にするため資格を取得する方もいらっしゃいますから、会員身分に関して必要な対応は事務局が行います。　

　Ｑ：資格の有効期限が残っているうちに退会した場合、退会後でも資格者を名のれますか？

　Ａ：退会すれば資格者（経営調査士・経営アナリスト）として名のれません。会費未納で理事会が退会処分を命じた時などは、直ちに資格登録を抹消します。なおＩＰＯ･内部統制実務士は正会員外の賛助会員の有資格制度ですので、会員の資格による制限はなく、資格の有効期限内（原則2年毎の更新）で資格を名乗ることになります。
　　　

以上
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